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※印は次世代育成支援対策推進法における努力義務企業 

1 株式会社三重銀行 四日市市 ２０１５年

2 株式会社百五銀行 津市 ２０１６年

3 住友電装株式会社 四日市市 ２０１６年

4 河村産業株式会社 四日市市 ２０１７年

5 株式会社第三銀行 松阪市 ２０１９年

No. 企　業　名 所在地 認定年

No. 企業名 所在地 認定年

18 ヤマモリ株式会社 桑名市 ２０１４年

19 有限会社ケアリゾート 志摩市 ２０１４年

20 ※　日本土木工業株式会社 南牟婁郡 ２０１４年

21 医療法人凰林会 津市 ２０１４年・２０１７年

22 三重交通株式会社 津市 ２０１５年

23 東海住電精密株式会社 菰野町 ２０１５年

24 社会福祉法人青山福祉会 伊賀市 ２０１５年・２０１８年

25 医療法人社団プログレス 菰野町 ２０１５年

26 三重金属工業株式会社 津市 ２０１５年

27 株式会社松阪鉄工所 津市 ２０１６年・２０１９年

28 株式会社UL Japan 伊勢市 ２０１７年

29 ※　株式会社アレクシード 津市 ２０１７年

30 ※　井村屋グループ株式会社 津市 ２０１８年

31 生活協同組合コープみえ 津市 ２０１８年

32 株式会社マスヤ 伊勢市 ２０１９年

33 日本ハム食品株式会社 桑名郡 ２０１９年

資料３：三重労働局管内における次世代法認定状況について 

No. 企業名 所在地 認定年

1 株式会社三重銀行 四日市市 ２００７年・２０１２年

2 株式会社第三銀行 松阪市 ２００８年・２０１１年・２０１５年・２０１９年

3 株式会社百五銀行 津市 ２００８年・２０１１年・２０１６年

4 医療法人社団寺田病院 名張市 ２００９年

5 太陽化学株式会社 四日市市 ２０１０年・２０１２年・２０１４年

6 河村産業株式会社 四日市市 ２０１０年・２０１５年・２０１７年

7
一般財団法人食品分析開発センター

SUNATEC（ｻﾅﾃｯｸ）
四日市市 ２０１１年・２０１３年

8 住友電装株式会社 四日市市 ２０１１年・２０１４年・２０１６年

9 名張近鉄ガス株式会社 名張市 ２０１２年

10 井村屋株式会社 津市 ２０１２年・２０１６年

11 株式会社ZTV 津市 ２０１３年

12 社会福祉法人風薫会 四日市市 ２０１３年・２０１７年

13 社会福祉法人斎宮会 多気郡 ２０１３年

14 ※ 株式会社丸八土建 多気郡 ２０１３年

15 上野キヤノンマテリアル株式会社 伊賀市 ２０１３年

16 株式会社安永 伊賀市 ２０１３年

17 学校法人高田学苑 津市 ２０１４年


